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該当

事業の目的 最終的
全体計画区域を整備することにより、快適な住環境の確
保と公共用水域の水質保全を図ります。

今年度
昨年度に引き続き、認可区域内（志津川・横河原・保免・山
田）の下水道整備を実施します。

活動内容
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課　　名 下水道課 係　　名 建設係 電話番号

ハード事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

下水道管（本管・マンホール・公共ます）の整備を行ないま
す。

下水道の役割、下水道工事のお願い、公共ますの設置等の
説明を行ないます。

成果指標

公的関与

089-964-4417 メールアドレス gesuido@city.toon.ehime.jp

事業期間

（１）公共下水道事業の推進

事業区分

事業の対象 公共下水道使用者、公共用水域 根拠法令 下水道法

総合計画 政策目標 第１章 地球と共生する快適環境のまち 政策項目 ４ 下水道等の整備

018 1001 事務事業名 公共下水道整備事業 細事務事業名

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

面積整備率
供用開始区域面積/全体計画区域
面積

％
63.6 65.1 65.8 100.0

63.8 64.0

公共下水道普及率
供用開始区域内人口/行政区域内
人口

％
58.8 59.4 62.3 100.0

59.8 60.8
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予算費目 会計 公共下水道特別会計 費目名 公共下水道事業

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 78,115 80,122 107,978

地方債 106,924 112,423 182,600

その他特定財源 67,988 14,583 18,036

一般財源 1,737 6,291 7,437

計(Ａ) 254,764 213,419 316,051

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 3.710 22,308 2.423 14,591 3.179 18,960

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 277,072 228,010 335,011
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一次評価者 建設係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

人口減少や厳しい財政事情等を踏まえ、国から県の下水道化基本構想の見直しを求められており、本市においても概ね１０年を目標とした汚水
施設の概成を目指すアクションプランの策定が必要となっています。

効率性 限られた予算の中で、低コスト整備手法を導入しコスト縮減に努めています。

改　革
計　画

平成26年度に実施した市民アンケート結果に基づき、県や他市町と情報交換を行い、また、浄化槽担当部署と連携し計画策定に努めていきま
す。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

快適な生活環境の確保や公共用水域の水質保全の観点から早急な対策が求められていますが、整備の時間軸や将来的な維持管
理、市民のニーズを踏まえた整備計画とする必要があります。

二次評価者 下水道課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市民の生活環境の向上や公共用水域の水質保全に最も重要な事業です。

有効性 今年度、全体計画を見直しましたが、計画区域内は最上流部の一部を除き個別処理より公共下水道の方が有利となっています。

達成度 国の交付金の削減により面積整備のペースは鈍化していますが、市街化区域（人口密度の高い）の整備により普及率は向上しています。

必要性


